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各      位 

 
会 社 名  株式会社ティー・ワイ・オー 
代表者名  代表取締役社長 吉田 博昭 
  （登録銘柄 コード番号：4358   ） 
問合せ先  取締役経営企画部長            
             繁松 徹也 
T E L    03－5434－1586 

 
 

会社分割によるグループ管理本部の分社化に関するお知らせ 

 
平成 15年 9月 16日開催の当社取締役会において、当社は平成 15年 10月 1日を期して、下記のと
おり当社のグループ管理本部を会社分割し、株式会社 TYO Administration（新設会社）に承継するこ
とを決定いたしましたのでお知らせいたします。 
 

記 
 
１． 会社分割の目的 
 当社及び連結子会社 13社（以下「当社グループ」という。）のアドミニストレーション部門（総務・
法務・人事・経理・財務・情報システム）を分離独立させて新会社とすることにより、当社グループ
のアドミニストレーションコストの明確化・効率化を図るだけでなく、将来的には構築したノウハウ

を活かし、当社グループ以外の企業からも業務受託が可能な体制作りを目指して参ります。 
 
２． 会社分割の要旨 
(１)分割の日程 
分割計画書承認取締役会  平成１５年 ９月１６日 
分割期日        平成１５年１０月 １日 

分割登記（新設会社）    平成１５年１０月 １日 
 
(２)分割方式 
   ①分割方式 
  当社を分割会社とし、新設の株式会社 TYO Administrationを承継会社とする分社型の新
設分割です。商法第374 条の6（簡易新設分割）第 1項の規定により、同法第374 条第 1 項に

定める株主総会の承認を得ないで分割を行います。 
 
②分割方式を採用した理由 

     従来からの会社設立・営業の一部譲渡方式による分社と比べて、より機動的に分社ができ 
    るため、当方式を採用いたしまた。 



(３)株式の割当 
 新設会社が本分割に際して発行する株式 1,800 株の全てを当社に割り当てます。 

   
  
  (４)分割交付金 
    分割交付金の支払いはいたしません。 
 
 

  (５)承継会社が承継する権利義務 
・ 分割する部門に関わる分割期日における本件業務に関する資産及び負債ならびにこれに付帯す
る一切の権利義務を承継いたします。 
ただし、対象資産及び対象債務の評価は、平成15 年 7 月31 日現在の貸借対照表その他同日現 
在の計算を基礎とし、これに分割期日までの増減を加除した一切の資産、負債及び権利義務を 
分割期日において承継します。 

・ 分割する部門に関わる締結した仕入先及び販売先との継続的売買契約、事務機器会社と締結し
た事務機器のリース契約の契約上の地位を承継いたします。 
・ 分割する部門に関わるソフトウェアの使用権、商標権、ノウハウおよびこれらの使用権ならび
に実施権を承継いたします。 
・ 分割する部門に従事する当社従業員のうち、分割期日において在籍している正社員および契約
制社員の全員について、新設会社が引き継ぎ、従業員として雇用いたします。 

 
 
  (６)債務履行の見込み 
    当社及び株式会社 TYO Administrationともに直近の貸借対照表をもとに、本件分割に至る
までの財政状態の変動を検討したところ、各社いずれも資産の額が負債の額を上回ることが見
込まれ、また負担すべき債務の履行に支障をきたすような事象の発生及び可能性は現在のとこ

ろ認識されておりません。よって、本件分割後においても債務履行の見込みは充分確保されて
いると判断しております。 

     
 
  (７)新設会社に新たに就任する役員 
    代表取締役社長   吉 田 博 昭 
    取 締 役     飯 田 浩 一 
    取 締 役     井 上 智 博 
    取 締 役     守 田 尊 詞 
    取 締 役     渡 邊 勝 仁 
    監 査 役     松 田 秀次郎 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



３． 分割当事会社の概要 

  
（分割会社） 

平成 15年 3月 31日現在 
（承継会社） 

平成 15年 10月 1日見込み 

(１) 商  号 株式会社ティー・ワイ・オー  株式会社 TYO Administration  

(２) 主 た る 事 業 内 容 TV-CM企画・制作 アドミニストレーション業務 

(３) 設 立 年 月 日 昭和 57年 4月 2日 平成 15年 10月 1日 

(４) 本 店 所 在 地 東京都品川区上大崎二丁目 21番 7号 東京都品川区上大崎二丁目 21番 7号 

(５) 代  表  者 吉 田 博 昭 吉 田 博 昭 

(６) 資  本  金 644百万円 90百万円 

(７) 発 行 済 株 式 総 数 25,970,100株 
（平成 15年 3月 31日現在） 

1,800株 
（平成 15年 10月 1日見込み） 

(８) 株 主 資 本 1,555百万円 202百万円（予定） 

(９) 総  資  産 6,824百万円 202百万円（予定） 

(10) 決  算  期 9月 30日 9月 30日 

(11) 従  業  員  数 129人 25人 

(12) 主 要 取 引 先 
（株）電通 
（株）博報堂 
（株）博報堂シーアンドディー 

当社グループ各社 

(13) 主 要 取 引 銀 行 

（株）あさひ銀行 
（株）UFJ銀行 
（株）東京三菱銀行 
（株）みずほ銀行 
（株）三井住友銀行 

（株）東京三菱銀行 

(14) 
大株主及び持株比率 
（平成15年3月31日現在） 

吉田 博昭   （19.27％） 
木村 克巳   （11.95％） 
三隅 研二   （10.54％） 
早川 和良   （7.73％） 
柿本 秀二   （5.73％） 
㈱りそな銀行  （2.86％） 

（株）ティー・ワイ・オー（100％） 

(15) 株 主 数 
2,612名 

（平成 15年 3月 31日現在） 
１名 

（平成 15年 10月 1日見込み） 

資本関係 承継会社は当社の 100％出資子会社となります。 

人的関係 

代表取締役  吉田 博昭（当社代表取締役） 
常勤取締役  飯田 浩一（当社取締役） 
       井上 智博（当社社員） 
       渡邊 勝仁（当社社員） 
       守田 尊詞（子会社取締役） 
監 査 役  松田秀次郎（当社監査役） 

(16) 当社との関係 

取引関係 
当社グループのアドミニストレーション業務を受
託いたします。 

 



 
（17）最近３決算期間の業績（分割会社） 

 株式会社ティー・ワイ・オー 

決 算 期 平成 12 年 9月期 平成 13 年 9月期 平成 14 年 9月期 

売 上 高       （ 百万円） 7,093 6,263 5,552 
営 業 利 益       （ 百万円） 105 543 195 
経 常 利 益       （ 百万円） 24 515 106 
当 期 純 利 益       （百万円） △124 165 9 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益          （円） 

△278.10 362.52 0.40 

1 株 当 た り 
年 間 配 当 金          （円） 

50.00 95.00 1.00 

1 株 当 た り 
株 主 資 本          （円） 

1,612.05 1,994.38 64.49 

 
 

４． 分割する事業部門の内容 
(１)アドミニストレーション部門の内容 
  当社及び当社グループ会社の管理業務全般 
 
 
(２)アドミニストレーション部門の平成 14 年 9 月期における経営成績 

 ｱﾄﾞﾐﾆｽﾄﾚｰｼｮﾝ部門(ａ) 当社 14年 9月期実績(ｂ) 比 率（ａ／ｂ） 
売 上 高 ―百万円 5,552百万円 － 
売 上 総 利 益 ―百万円 1,255百万円 － 
営 業 利 益 △377百万円 195百万円 － 
経 常 利 益 △377百万円 106百万円 － 

 
 
 （３）譲渡資産、負債の項目及び金額（平成 15 年 7 月 31 日現在） 

                                       （単位：百万円） 

資    産 負    債 

項  目 帳簿価格 項  目 帳簿価格 

流動資産 200 流動負債 － 

固定資産 2   

合  計 202 合  計 － 

 
 
（４）譲渡前の資産総額に対する譲渡資産の割合及び譲渡前の負債総額に対する譲渡負債の割合 

（平成 14 年9 月期） 
                                  （単位：百万円） 
資 産 合 計 純資産額に対する割合 負 債 合 計 負債総額に対する割合 

202 3.95％ 0 － 

   参考：資産総額 5,109百万円（平成14 年 9月期） 
負債総額 3,438百万円（平成14 年9 月期） 

 
 



 
５．分割後の当社の状況 
(１) 商号・事業内容・本店所在地・代表者・資本金・総資産・決算期いずれも本分割による変更 
はありません。 

      
(２) 業績に与える影響 
    分割後の単体業績見通しにつきましては、アドミニストレーション部門の会社分割により
販売費及び一般管理費を削減できることにより大幅な改善となります。 
 しかしながら、承継会社は当社の 100％出資子会社であるため、連結業績への影響は軽微
であります。 
   

以   上 


